
   
第７期介護保険事業計画等策定に係る 

ポイントについて 

 

Ⅰ.介護保険法等改正法のポイント・・・・・Ｐ１ 

（「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」H29.5.26成立）  
Ⅱ.第７期介護保険事業計画等策定のポイント・Ｐ７  
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Ⅰ．介護保険法等改正法のポイント 
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■第７期介護保険事業計画（平成 30［2018］～32［2020］年度）は、団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年（平成 37年）までに

“地域包括ケアシステム”を構築するための「点検・評価・改善」に資する重要な計画と、位置づけられています。 

■具体的には、各種の介護保険サービス量や給付費の推移を見つつ、地域包括ケアシステムの実現に向けて、地域包括支援センターを中

心とした必要な「仕組みづくり・ネットワークづくり」、「地域づくり」が目標に向けてうまく進んでいるか（「地域包括ケアシステム

がどのくらい進んでいるか」、「新しい総合事業は推進できているか」、「生活支援体制はどこまで芽吹いているか」、「介護事業者は制度

改正に対応できているか」）などについて把握・点検し、改善点を洗い出していくことが重要であるとしています。 

■国の方針でも地域共生社会の実現を目指して「我が事・丸ごと」の地域づくりがうたわれ、共生型サービスが平成 30年に創設される

など、高齢者・障がい者・児童を隔てずにスムーズなサービス提供や地域で支えるための分野間の各種連携強化が課題となっています。 
【2025年を見据えた介護保険事業計画の策定】                    

Ⅱ．第７期介護保険事業計画等策定のポイント 
2015 2025 

▲ ▲ 

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に 

第５期計画は、地域包括

ケアシステムのスタート 
第７期計画  
 2018   ～2020  第６期計画  

 2015   ～2017  第８期計画  
 2021   ～2023  

第９期計画  
 2024   ～2026  

第５期計画  
 2012   ～2014  

＜2025年までの見通し＞ 

○ 第６期計画は、2025年に向けた「地域包括ケア計画」として位置づけ 

○ 第７期計画は、2025年に向けた 

    「地域包括ケアシステム」構築に向けた「点検・評価・改善」の計画 
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【地域包括ケアシステムの姿 】                      

                                

・自宅 

・サービス付き高齢者向け住宅等 

住まい ■施設・居住系サービス 

・介護老人福祉施設 

・介護老人保健施設 

・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護等 

・急性期病院 

・亜急性期・回復期 

リハビリ病院 

日常の医療 

・かかりつけ医 

・地域の連携病院 

・地域包括支援センター 

・ケアマネジャー 

病気になったら… 

医 療 
老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等 

通所・入所 

相談業務やサービスの 

コーディネートを行います。 

いつまでも元気に暮らすために… 

生活支援・介護予防 通院・入院 

■在宅系サービス 

・訪問介護・訪問看護・通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・短期入所生活介護 

・24時間対応の訪問サービス 

・看護小規模多機能型居宅介護  等 

■介護予防サービス 

介護が必要になったら… 

介 護 ○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生
の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築

を実現。 
○ 地域包括ケアシステムは、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。 
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 第７期介護保険事業計画の策定にあたっては、“保険者機能の強化（地域マネジメント力向上）”が強調されている。各保険者が、地
域の実態把握・課題分析を確実に行い、それに基づいた適切な計画づくりと実行 及び定期的な進捗管理を行いながら計画を推進する

こと（PDCAサイクルによる計画推進）を可能とするため、国が提供する地域包括ケア「見える化」システムの有効活用や、地域間

比較を意識した実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査）の実施が推奨されている。                    

「見える化」システム 
介護保険事業計画等の策定・実

行を総合的に支援するための

国の情報システム。介護保険に

関連する情報をはじめ、地域包

括ケアシステムの構築に関す

る様々な情報が一元化され、か

つグラフ等を用いた見やすい

形で提供される。 

赤穂市介護予防・ 
日常生活圏域ニーズ調査 
（国調査項目＋市独自項目） 
赤穂市在宅介護実態調査 

（国の基本項目） 
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＜参考：国の想定スケジュール＞                         


